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※
美
里
町
環
境
保
全
型
農
業
推
進
協
議
会

に
加
入
す
る
こ
と
が
交
付
条
件
と
な
り

ま
す
。（
個
人
で
は
対
象
と
な
り
ま
せ

ん
。）

【
対
象
と
な
る
取
組
み
】

　
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
取
組
み

①
緑
肥
な
ど
を
作
付
し
、
化
学
肥
料
・
化

学
合
成
農
薬
を
慣
行
レ
ベ
ル
か
ら
５
割

以
上
低
減
さ
せ
た
取
組
み
（
カ
バ
ー
ク

ロ
ッ
プ
）

②
畝
間
に
麦
類
な
ど
を
作
付
し
、
化
学
肥

料
・
化
学
合
成
農
薬
を
慣
行
レ
ベ
ル
か

ら
５
割
以
上
低
減
さ
せ
た
取
組
み
（
リ

ビ
ン
グ
マ
ル
チ
）

③
有
機
農
業
の
取
組
み
　
な
ど

【
交
付
単
価
】

　
　
ａ
あ
た
り
８
千
円
以
内

10
【
申
請
期
限
】

　
４
月
　
日
画

27

　
４
月
下
旬
か
ら
農
業
用
パ
イ
プ
ラ
イ
ン

で
の
通
水
が
始
ま
り
ま
す
。

　
給
水
栓
の
劣
化
や
ゴ
ミ
の
詰
ま
り
に
よ
り
、

水
が
止
ま
ら
な
く
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　
通
水
前
に
各
自
、
清
掃
・
点
検
を
実
施

し
ま
し
ょ
う
。

※
給
水
栓
の
各
部
品
に
つ
い
て
は
農
林
商

工
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　
町
で
は
、
本
年
度
も
地
域
経
済
の
活
性

化
と
居
住
環
境
の
向
上
の
た
め
、
住
宅
改

修
工
事
費
の
一
部
補
助
を
行
い
ま
す
。
こ

の
補
助
事
業
は
、
町
内
居
住
者
が
所
有
す

る
住
宅
（
倉
庫
な
ど
は
除
く
）
の
改
修
工

事
に
対
し
補
助
を
行
う
も
の
で
、
１
世
帯

に
つ
き
１
回
限
り
で
す
。

【
交
付
額
】

　
改
修
す
る
工
事
に
要
し
た
費
用
（
消
費

税
は
除
く
）
の
う
ち
、　

％
に
相
当
す
る
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額
（
　
万
円
を
限
度
と
し
、
千
円
未
満
は

10

切
り
捨
て
）
を
美
里
町
商
工
会
が
発
行
す

る
商
品
券
「
み
さ
と
元
気
チ
ケ
ッ
ト
」
に

よ
り
交
付
。

【
要
件
】

◎
町
内
に
居
住
し
、
住
民
基
本
台
帳
に
登

録
さ
れ
て
い
る
か
た
で
あ
る
こ
と

◎
工
事
金
額
が
　
万
円
以
上
（
消
費
税
を

10

除
く
）
で
あ
る
こ
と

◎
自
己
が
所
有
す
る
住
宅
（
倉
庫
な
ど
は

除
く
）
で
あ
る
こ
と

◎
町
税
な
ど
に
未
納
が
な
い
こ
と

◎
改
修
工
事
を
町
内
の
業
者
で
行
う
こ
と

【
申
請
】

　
工
事
着
工
前
に
申
請
書
を
記
入
の
う

え
、
必
要
な
書
類
を
添
え
て
農
林
商
工
課

窓
口
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。　

　「
農
地
バ
ン
ク
制
度
」
と
は
、
農
地
の
所

有
者
の
か
た
に
耕
作
や
管
理
が
困
難
に

な
っ
た
農
地
を
登
録
し
て
い
た
だ
き
、
そ

の
情
報
を
農
地
の
借
受
な
ど
を
希
望
す
る

か
た
に
提
供
す
る
こ
と
で
、
貸
借
な
ど
を

支
援
す
る
制
度
で
す
。

　
遊
休
農
地
の
発
生
を
防
止
し
、
農
地
の

有
効
利
用
の
た
め
、「
農
地
を
貸
し
た
い
・

売
り
た
い
」、「
農
地
を
借
り
た
い
・
買
い

た
い
」
と
考
え
て
い
る
か
た
は
、
農
業
委

員
会
事
務
局
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ

い
。

　
町
内
の
農
林
水
産
物
お
よ
び
そ
れ
ら
を

原
料
と
す
る
加
工
品
の
販
売
促
進
に
つ
な

が
る
活
動
を
支
援
し
ま
す
。

◎
店
舗
開
設
支
援
事
業

【
事
業
内
容
】

　
町
内
に
住
所
を
有
す
る
個
人
が
、
町
内

で
小
売
業
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
を
週
５
日

以
上
営
む
店
舗
の
新
築
・
増
改
築
・
修
繕

に
要
す
る
経
費
を
補
助
し
ま
す
。

【
交
付
要
件
（
す
べ
て
満
た
す
こ
と
）】

①
新
た
に
店
舗
を
経
営
す
る
こ
と

　
※
世
代
交
代
に
よ
る
も
の
も
含
み
ま
す

②
町
内
建
築
業
者
に
よ
る
施
工
で
あ
る
こ
と

③
町
内
で
生
産
さ
れ
た
農
産
品
を
扱
う
店

舗
で
あ
る
こ
と

④
建
築
工
事
費
　
万
円
以
上
で
あ
る
こ
と
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※
消
費
税
お
よ
び
地
方
消
費
税
の
額
を

除
い
た
工
事
費
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

　
※
店
舗
併
用
住
宅
の
場
合
は
、
店
舗
の

用
に
供
す
る
部
分
に
限
り
ま
す
。

【
補
助
金
額
】

　
補
助
対
象
経
費
の
合
計
額
の
２
分
の
１

以
内
と
し
、　

万
円
を
上
限
と
し
ま
す
。

50

　
※
一
人
に
対
し
１
回
限
り
の
交
付
と
な

り
ま
す
。

　
※
１
、
０
０
０
円
未
満
の
端
数
は
切
捨

て
と
し
ま
す
。

◎
営
業
許
可
取
得
支
援
事
業

　
食
品
衛
生
法
な
ど
に
基
づ
く
営
業
許
可

や
食
品
衛
生
責
任
者
の
資
格
取
得
に
要
す

る
経
費
を
補
助
し
ま
す
。

農林商工課・農業委員会からのお知らせ
問合せ＝農林商工課　産業振興係・農業委員会　緯76－5133

水
田
の
給
水
栓
管
理
に
つ
い
て

農
地
バ
ン
ク
制
度
に
つ
い
て

住
宅
改
修
資
金
補
助
事
業
に
つ

い
て

美
里
町
内
農
産
品
販
売
促
進
事

業
に
つ
い
て

　
事
業
実
施
に
は
事
前
申
請
が
必
要
で

す
。
事
業
計
画
の
あ
る
か
た
は
事
前
に

農
林
商
工
課
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。
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合併浄化槽にすると…

◎河川の水質への影響を大幅に減らすことができ

ます。

◎悪臭や害虫の発生

を抑制し、生活環

境の向上につなが

ります。

■対象地域＝浄化槽整備区域と公共下水道整備区域

内の未供用区域

※公共下水道供用開始区域と農業集落排水整備区域

は対象外です。

■対象者＝専用住宅に10人槽以下の合併処理浄化槽

を設置するかた

※新築、増築、改築に伴う場合は対象外です。

■補助金額＝表の①＋②＋③

■申込方法＝浄化槽設置整備事業補助金交付申請

書を提出

※申請書様式は建設水道課　上下水道係窓口に用

意してある他、町ホームページからもダウンロー

ドできます。

■申込場所＝建設水道課　上下水道係

■申込期限＝平成31年１月31日牙

■注意事項＝

◎補助基数に限りがありますので、お早めに申し込

みください。受付は申請順となります。

◎お近くの浄化槽工事業者が分からない場合は建設水

道課　上下水道係までお問い合わせください。

◎全ての生活排水が戸別合併浄化槽に流入するよ

うに配管することが必要です。

美里町浄化槽設置整備事業補助金交付制度

「合併処理浄化槽「合併処理浄化槽」」を設置してを設置して快適快適な生活環境をな生活環境を
　合併処理浄化槽へ転換するかたの負担を軽減するために、補助金を交付します。

自転車事故の

高額賠償事例

９,５２１万円
（神戸地方裁判所、平成25年７月）

問合せ＝埼玉県　県民生活部防犯・交通安全課　緯048‐830‐2960

合併処理浄化槽

この機会にぜひご利用ください！

補助金額
人槽区分区　分 平成31

～32年度
 平成30年度

352,000円352,000円５人槽以下

浄化槽

設置費
① 434,000円434,000円７人槽以下

568,000円568,000円10人槽以下

100,000円配管費②

62,000円62,000円既設槽処分費③

問合せ＝建設水道課　上下水道係　緯76‐1116

４月１日から 埼玉県で埼玉県ではは自転車保自転車保険険へのへの

加加入入がが義義務務になりまになりまししたた！！

①自転車利用者

　　埼玉県内で自転車を利用する場合に、自転

車損害保険などへの加入が義務になります。

②自転車を利用する事業者

　業務として自転車を利用する場合に、自転

車損害保険などへの加入が義務になります。

③自転車貸付業者

　レンタル業務として自転車を貸付ける場合

に、自転車損害保険などへの加入が義務にな

ります。

④自転車販売店・学校

　自転車損害保険などの加入確認および未加

入時の情報提供が努力義務になります。

　自転車事故を起こした際の被害者救済や、

加害者の経済的負担の軽減を図るためです。

なぜ義務化するの？

何が変わるの？Ｑ２
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